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船舶リースに対する新優遇措置の導入 

香港でここ最近導入された税制優遇措置の流れをみると、規則性が高まる一方で、不十分な法
案作成や非営利的な条件、負担を強いる租税回避規定といった点が事業上の必要性に勝り、
政府の取組みが経済の一分野を強化することに結果としてつながっていないように思われる。 

この一連の流れにおける最新の取組みが、6月19日に公表された船舶リース活動及び船舶リース
管理活動に対する新優遇措置である。この新しい優遇措置は長年効果的に機能してきた従来の
規則に優先する。今回の新優遇措置と従来の規則との間の摺り合わせについて協議は行われた
が、合意には至らなかったようである。結局、法案委員会に照会されることなく、今回の法案は可決
された。この背景には関連業界による十分な議論よりも施行を急ぎたかった事情があるのかもしれ
ない。香港税務局（IRD）が事後的に問題に対応することも考えられるが、このような対応には
時間を要するなど、最適な法案作成方法とは言えない。その間に、業界の多くの企業は、いつの間
にか海図もコンパスも無しに自社の税務ポジションのかじ取りをさせられている可能性がある。 

新優遇措置の利点 

表面上は、新優遇措置には歓迎されるべき要素が多い。例えば、以下が挙げられる。 

• 香港で行われる船舶リース事業の利益に対する課税免除 

• 香港で行われる船舶リース管理事業が関連会社向けの場合、当該事業の利益に対する課
税免除 

• 上記以外の船舶リース管理事業に対する軽減税率（8.25%） 

• 船舶リース事業に使用した船舶の処分益に対する課税免除 

• 分割払購入及び所有権移転が生じる可能性があるその他のリース契約を課税免除の対象に
含める。これは、従来の銀行融資よりもリース契約が大幅な節税となる可能性を示している。 

期待の通り、上記の各優遇措置には適用条件はあるが、他の条件が同じならこれらの一連の
規則は他の船舶拠点よりも香港を税制面おいて非常に優位性をもたらせているのも事実である。 
 
 

サマリー 
 
香港政府による船舶リース活動及
び船舶リース管理活動に対する新
優遇措置の導入が、6月19日に公
表された。 

 
この新優遇措置は、船舶リース活
動に対する免税の適用及び、船舶
リース管理活動に対する優遇税率
の適用の可能性を示している。しか
し、新優遇措置は非常に複雑であ
り、多くの潜在的なリスクをはらんで
いる。納税者は現在の自社の事業
構成の見直しを行い、適格要件を
満たすために想定される再編に伴う
ビジネス上及び税務上の影響を検
討する必要がある。確実に適格要
件を満たすように、事業手続及び
香港における納税実体も見直す必
要がある。また、本法律には不確実
な部分も存在するため、裁定の申
請を検討する納税者が出てくる可
能性もある。 
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留意すべき事項 

法案を作成する場合、最初にみなし規定により幅広い活動分野を課税対象とし、その後、限定
的な定義に基づき一部の活動を課税から除外するのが現在の一般的な手法である。今回の場
合、下記の活動が香港企業によって行われている場合、現時点では香港を源泉とすると考えられ
る。 

a. 船舶が香港領域外で使用される場合でも、他者に船舶を使用する権利を認める 

b. 上記のビジネスを管理する事業 

この定義は非常に幅広く、当該活動が香港から管理されていれば、船舶が使用される可能性があ
るほとんどすべての活動が、おそらく上記に含まれる。その結果、船舶の使用に係る香港のテリトリー
は一気に撤廃されてしまい、香港の船舶を使用することで世界中で得られた利益が潜在的な課税
対象となる。 

幸いにも、上記のみなし規定の文言のみを捉えた場合に示唆されるほど、状況は悪くはない。香
港政府は、香港における課税対象からほとんどの船舶オーナー及び船舶オペレーターを除外するた
め、船舶事業に関する2つの重要な優遇措置を確保している。それは、船舶リース事業者に適用
される新優遇措置と、船舶オーナーに適用される従来からの規則（香港税務条例（IRO）第
23B条）である。しかし、この2つの制度は互いに補完的ではなく、船舶の所有事業と船舶のリー
ス事業は、IRDが想定しているほど明確に区別できるものではないため、問題が生じている。実際
に、多くの企業が、船舶の所有事業はリース事業を行うに当たり必須の要素である場合が多い点
を指摘すると考えられる。 

リースの定義に関する問題 

香港で事業を行う船舶オーナーの利益に課税することを定めている第23B条は、船舶のチャータ
ーから獲得した所得に適用されると、（1992年の同条の導入以降）長年にわたり広く理解さ
れていた。同条は、「船舶のオーナーとしての事業」を「船舶をチャーター又はオペレーティングする
事業」と定義づけている。この見解が、IRDと香港公認会計士協会（HKIPCA）間の2016
年の年次会議まで幅広く保持され続けていた。しかし同会議で、IRDは第23B条は船舶のオペ
レーターにのみ適用可能であること、及び「香港において行われる純粋な船舶リース事業から生
じるリース・レンタルはIRO第14条に基づき課税されるべきである」との見解が示された。 

この見解は非常に議論を引き起こすものであったため、HKIPCAは同会議の終了後、補注
（Additional Note）を発行し、代替的見解を示すという異例の措置をとった。それでもなお、
賽は投げられた、として香港政府は、既に免除されていると誰もが考えていた所得を免除する、と
いう新たな法律の導入に着手した。この新規則は、IRDの「純粋なリース」と「オペレーティング」の
分け方に関連して立案された。特に、新規則は、船舶リースに対する免税は船舶のオペレーター
である者又は適格船舶リース所得以外の源泉から生じる所得を有する者には適用されないと明
確に述べている。 

この問題には、IRDが想定するほど明確な事業活動の区分ができない点が含まれる。多くの船
舶オーナーは数隻の船舶を保有しており、市況に応じてさまざまな方法で適宜それらを配置して
いる。つまり、必ずしも裸傭船、航海傭船、又は貨物輸送などに事業活動を限定しているわけで
はない。そのうえ、リースとオペレーティング両方を含むと考えられる契約も多く存在するため、その
境界線を明確に定義することは、各納税者のポジションを理解するうえで重要な意味を持ってい
る。 
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この新規則はリースを、船舶のオーナーが他者に対し1年超の船舶の使用権利を認める契約と定
義づけている。これは会計基準の定義に従っている。そのため、1年を超える定期傭船（ウェットリ
ースを含む）はリースとみなされるが、1年以下の場合はリースとみなされない。両方とも、みなし規
定により香港を源泉としていると考えられる。 

船舶オペレーターは、「船舶による旅客、貨物又は郵便物の輸送サービス」を提供することと定義づ
けられている。しかしIRO第39E条では、「当該船舶のオペレーティング費用の全額又は大部分に
ついて支払責任を負う」者と述べられており、定義が大きく異なっている。 

そのため、ウェットリースの取扱いに関していくつかの問題が残されており、その1つが上記の異なる見
解を示していることである。船舶オペレーターは、旅客や貨物、郵便物の引き上げに対して明確に
料金を請求するオペレーターに限られるのか。その場合、定期傭船料の請求により利益を獲得して
いるオペレーターは、本法律の意義の範囲内では船舶のオペレーティングを行ってはいけないのか。
仮にそうであるなら、現在1年超の定期傭船と1年以下の定期傭船、航海傭船をオペレーティング
している船舶オーナーは、免税から除外される可能性がある。言い換えれば、最近IRDが提案した
とおり、ウェットリースは、船長及び乗組員の提供を含むため「純粋なリース活動」の域を超えている
のは事実である。この場合、ウェットリースの活動は新しい免税の適用対象外となり、裸傭船リース
のすべての船舶を別会社に移す必要があると考えられる。 

IRDは最新の回答で次のように明言した。「第23B条又は新優遇措置の適格性は、船舶のオ
ペレーティング事業に付随して発生するチャーター活動を行っている船舶オペレーターなのか、それ
とも船舶リース活動のみを行っている船舶リース事業者なのかによって決まる。これは、果たす機
能及び負担するリスクなど、それぞれのケースの置かれたあらゆる状況に関して、考慮すべき事実
に関する問題である。一方で、新優遇措置は（オペレーティングリースであるサブリースを除く）1
年超の期間を有するリースにのみ適用される。新優遇措置を選択する資格を得るために、他の
事業を行う船舶オーナー又は船舶オペレーターは、船舶リース活動のみに従事する特別目的会
社として独立会社を設立することができる。」 

この回答は、チャーター活動が付随活動であるとはほとんどいえない多くの船舶オペレーターがいるこ
とを見落としているため、この境界線について早急な明確化が求められる。その境界線がどこに引か
れたとしても、香港において課税されないことになっている自社の様々な活動が、実際に香港におい
て課税されないことを確実にするために、多くの船舶オーナーは自社の事業の再編（及びおそらくは
ビジネスの変更）を行う必要がある。 

また、第23B条と上記の新しいみなし規則（IRO第15条(1)(o)）の関係も法律上明確に示さ
れていないことに留意する必要がある。第15条(1)(o)は、船舶を世界中で使用できる権利を認
めることで得た所得は香港を源泉としているとみなしている。一方で、第23B条は香港の船舶オー
ナーとして事業を行っている者に生じる課税利益を算出するための計算式を定めている。この計算
式を使えば、国際水域内又は国際水域に向けて航行する船舶から生じる利益を控除することが
できる。企業がどちらの条文においても課税対象となる可能性がある。より具体的な規定として第
23B条が優先されるべきだが、さらに明確にした方が有益である。 
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追加の要件 

新規則には、第23B条に基づく船舶事業のオペレーティングには適用されないその他の要件が多く
含まれている。特に、免税は香港において行われている事業にのみ適用される。これは、中核とな
る所得創出活動が香港において実施されること、及び従業員が2人以上、年間の営業費が7.8
百万香港ドル以上あること（IRDの示した要件には利息が含まれる可能性がある）を条件として
いる。船舶リース管理に関しては、従業員1人、営業費1百万香港ドルを最低条件としている。経
済協力開発機構（OECD）からのフィードバックを受けて、これらの最低閾値が関連事業を特定
するのに十分かどうかは、担当官の裁量に委ねられており、この点は、追加のガイダンスが期待され
る。いずれにしても、新優遇措置に該当する企業は、香港における適格要件を満たすように、自
社の業務手続を見直す必要がある。 

3年以上保有しリース事業で使用した船舶の処分益が明確に免税であることは、高く評価される。
しかし、厳密に解釈すると、処分前の3年間継続的に適格リース事業に使用されていた場合に限
られる。そのため不使用期間や処分が可能となる前にリースが終了する場合には注意が必要であ
る。この規定には、損失及び税法上の減価償却額に関する特定規則、独立企業間価格に関連
する規則、契約の唯一又は主な目的が租税回避である場合は無効となることを認める一般規則
など、さまざまな租税回避条項が含まれている。 

 

結論 

この新優遇措置では、船舶リース活動から獲得した所得に対しては重要な課税免除が適用さ
れ、船舶リース管理活動には優遇税が適用される可能性がある。しかし、新優遇措置は非常に
複雑であり、多くの潜在的なリスクをはらんでいる。納税者は現在の自社の事業構成の見直しを
行い、適格要件を満たすための想定される再編によるビジネス上及び税務上の影響を検討する
必要がある。また、確実に適格要件を満たすために、事業手続及び香港における納税実体も
見直す必要がある。本法律に不確実な部分が存在するため、裁定の申請を検討する納税者
が出てくる可能性もある。 

お問い合わせ及びサポートは、貴社の税務アドバイザーまたはKPMGの税務アドバイザーまでご
連絡ください。なお、日本語でのお問い合わせは、下記担当者までご連絡ください。 
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